
様式第８号 

制限付一般競争入札説明書 

１ 入札参加資格 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４第１項の規定に該

当しない者であること。 

⑵ 政令第167条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者でその事実があった後２年を

経過していない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者でないこと。 

⑶ 建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という。）第３条第１項の規定による許可を受けて

いること。 

⑷ 法第27条の23第２項に規定する経営事項審査（以下「経営事項審査」という。）の有効期限（経

営事項審査の審査基準日から１年７月）を経過していないこと。 

⑸ 会社更生法（昭和14年法律第154号）に基づく更正手続開始の申立て、又は民事再生法（平成11

年法律第225号）に基づく再生手続開始の申し立てがなされている者（管理者が別に定める入札参

加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

⑹ 対象工事に関し、当該工事現場に配置を予定する主任技術者等が適正であること。 

⑺ 入札公告の日から入札の日までの間に、組合営建設工事に係る指名停止措置要綱（平成17年一関

市告示第43号）に基づく指名停止を受けていないこと。 

⑻ 市税に納期到来分の未納がないこと。 

⑼ ⑴から⑻までに定めるもののほか、必要な入札参加資格は、対象工事毎に入札公告で定める。 

２ 施工実績 

⑴ 実績と認められるものは、工事が完成し、入札参加資格確認資料の提出期限までに引き渡しが完

了しているものであり、平成21年３月以前の発注についても平成21年４月以降に完成し引き渡しに

なれば実績となること。 

⑵ 複数の施工実績を合算する場合は、一体的な施設等として、連続した年度で別発注部分が特命の

随意契約であった場合に限り認められること。この場合、当該複数の諸元数値をもって施工実績と

みなすことができること。 

３ 配置予定技術者 

⑴ 「これと同等以上の資格」とは、次の例によること。 

ア ①一級土木施工管理技士と同等以上の資格と認められるもの 一級建設機械施工技士及び技

術士（水道施設工事の場合は技術士のみ。） 

 ②二級土木施工管理技士と同等以上の資格と認められるもの 二級建設機械施工技士（水道施

設工事を除く。） 

イ ①一級建築施工管理技士と同等以上の資格と認められるもの 一級建築士 

 ②二級建築施工管理技士と同等以上の資格と認められるもの 二級建築士 

ウ ①一級電気工事施工管理技士と同等以上の資格と認められるもの 電気電子技術士 

    ②二級電気工事施工管理技士と同等以上の資格と認められるもの 第一種電気工事士、第二種

電気工事士、第一種から第三種までの電気主任技術者 

  エ ①一級管工事施工管理技士と同等以上の資格と認められるもの 機械技術士 

    ②二級管工事施工管理技士と同等以上の資格と認められるもの 一級空気調和設備配管等 

⑵ 配置予定技術者は、施工経験時の地位がより高い者が望ましいこと。また、施工経験時の状況が

見習いの場合、実質的に工事に関与していなかった場合は、経験として認めないこと。 

⑶ 配置予定技術者の工事経験は、工事の着手から完成まで携わった者を原則として認めるものであ



るが、社内人事等の都合で一部の期間しか携わらなかった者でも認められる場合があること。ただ

し、全工期の半分に満たない期間の経験であれば認めないこと。 

⑷ 配置予定技術者に一定の資格要件（例：一級○○技士）を設定している場合、「施工経験」時に

当該資格の保有は要件としていないこと。 

⑸ 会社（業者）としての施工実績の要件と同等の工事経験を配置予定技術者の要件として設定して

いる場合、「入札参加資格で求める施工実績」に記載した工事とは別の工事も認められること。 

⑹ 配置予定技術者は、現在どの工事にも専任で配置されていないものを原則とすること。ただし、

入札公告の対象工事の契約時までに当該技術者が専任で配置されている工事が完成し引き渡しが

完了する見通しにある場合はこの限りでないこと。 

⑺ 契約締結後は、配置技術者について、工事所管課に配置技術者の資格及び施工経験等の確認を受

けたうえで契約担当課に現場代理人等通知書を提出すること。 

⑻ 配置予定技術者は、合理的な理由があれば変更することができるが、変更する場合は現場代理人

等変更通知書に配置予定技術者調書を添付して、工事所管課に提出すること。 

⑼ 法に定める経営業務の管理責任者及び営業所専任技術者は、原則として配置予定技術者として申

請できないこと。ただし、請負金額が4,000万円未満（建築は8,000万円未満）の専任を要しない工

事で、工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程度に工事現場と営業

所が近接し、当該営業所との間で常時連絡を取りうる体制にある場合はこの限りでないこと。 

４ 特定共同企業体（以下「ＪＶ」という。） 

ＪＶ名称の表現は、代表者を頭書に出資比率の多い順（同率の場合は任意）に並べること。 

   （株式会社→㈱）例：○○建設㈱・㈱○○建設特定共同企業体 

５ 設計図書等に関する質問 

設計図書等に関する質問については、一関地区広域行政組合総務管理課に対して電子メール又はフ

ァックスにより公告において指定する日の正午までに行うこと。回答については、一関地区広域行政

組合ホームページに掲載する。なお、一般的事項に関しては、電話又は口頭により照会して差し支え

ない。 

６ 工事費内訳書 

工事費内訳書は様式第４号によるものとし、工種の項目は一関地区広域行政組合総務管理課が定め、

公告と同時にホームページに掲載する。なお、第１回の入札において入札書と工事費内訳書の金額及

び日付が一致しない入札は無効とし、入札書若しくは工事費内訳書のみを提出した入札又は工事費内

訳書に内訳の記載がない入札は失格としてそれぞれ取り扱うものとする。 

７ 設計図書の閲覧・貸出 

設計図書の閲覧は公告において指定された場所及び期間に行うものとする。なお、設計図書の貸出

は、設計図書データの提供を行うため、行わないこととする。 

８ 落札資格が認められない者に対する説明 

⑴ 落札の資格がないと認められた者は、管理者に対し、書面（様式任意）によりその理由の説明を

求めることができる。 

ア 提出期限 通知を受けた日から起算して３日以内（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午後

５時まで。以下同じ。 

イ 提出場所 一関市竹山町７番２号 一関地区広域行政組合総務管理課 

ウ 提出方法 書面（様式任意）を持参又は郵送によるものとする（郵送の場合は提出期限必着と

する）。 

⑵ ⑴への回答は、説明を求めた者に対し書面により回答する。



９ 最低制限価格の設定 

一関市工事請負契約に係る最低制限価格事務取扱要領による。（以下、抜粋） 

（最低制限価格の算出方法） 

第３ 最低制限価格は、次の方法により算出する額とする。ただし、その割合が 10分の 9.2 を超え

る場合にあっては 10 分の 9.2 と、10 分の 7.5 に満たない場合にあっては 10 分の 7.5 とする。 

⑴ 予定価格の算出の基礎となった次のアからエに掲げる額の合計額 

ア 直接工事費の額に 10分の 9.7 を乗じて得た額 

イ 共通仮設費の額に 10分の９を乗じて得た額 

ウ 現場管理費の額に 10分の９を乗じて得た額 

エ 一般管理費等の額に 10 分の 6.8 を乗じて得た額 

⑵ 工事の性質上前号の規定により難いものについては、契約ごとに10分の7.5から10分の9.2ま

での範囲内で定める割合を予定価格に乗じて得た額とする。 

10 その他 

⑴ 手続きにおける交渉は無いこと。 

⑵ 提出された書類は返却しないこと。 

⑶ 一関地区広域行政組合から書類を郵送する費用を除き、入札に係る全費用は、入札参加希望者の

負担とすること。 

⑷ その他入札参加資格の確認にあたり、必要な書類の提出を求める場合があること。 


